
財政状況等一覧表（平成２０年度決算） （単位：百万円）団体名　　福山市 標準税収入額等A 普通交付税額B 臨時財政対策債発行可能額C 標準財政規模A+B+C85,884 8,857 3,332 98,073１．一般会計等の財政状況 （単位：百万円）一般会計 158,763 155,433 3,330 2,749 2,141 156,279母子寡婦福祉資金貸付特別会計 139 101 38 - - 517誠之奨学資金特別会計 50 7 42 42 0 - 一般会計等 156,546 153,136 3,410 2,791 156,796　（注）　１．「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。　　　　　２．「他会計等からの繰入金」は、基金からの繰入金を含む。２．公営企業会計等の財政状況 （単位：百万円）病院事業会計 11,538 11,507 30 4,323 1,413 9,048 6,297 法適用企業水道事業会計 9,096 8,496 599 5,014 209 42,868 2,272 法適用企業工業用水道事業会計 2,871 2,540 331 3,482 - 5,819 - 法適用企業都市開発事業特別会計 1,217 1,147 70 277 751 3,538 3,181下水道事業特別会計 23,576 23,546 30 20 5,717 114,102 64,924集落排水事業特別会計 639 638 1 1 199 1,727 1,275国民健康保険特別会計 43,666 43,068 598 598 2,724 - - 介護保険特別会計 28,442 27,957 485 485 4,075 - - 後期高齢者医療特別会計 3,835 3,821 14 14 842 - - 老人保健特別会計 4,337 4,258 79 79 300 - - 食肉センター特別会計 161 159 1 1 109 339 229駐車場事業特別会計 381 379 2 2 18 1,167 181商業施設特別会計 330 315 15 15 - 878 - 競馬事業特別会計 8,960 10,974 △ 2,014 △ 2,014 47 - - 公営企業会計等　計 12,298 179,486 78,359　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。　　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。　　　　　４．「他会計等からの繰入金」は、基金からの繰入金を含む。　　　　　５．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。３．関係する一部事務組合等の財政状況 （単位：百万円）福山地区消防組合 7,454 7,411 43 43 111 2,229 2,162後期高齢者医療広域連合（一般会計） 1,154 1,014 140 140 - - - 後期高齢者医療広域連合（特別会計） 272,816 270,936 1,879 1,879 1,015 - - 一部事務組合等　計 2,062 2,229 2,162４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （単位：百万円）福山市土地開発公社 14 1,561 5 - 50 5,377 - 2,253
 福山市青少年育成事業団 3 34 30 1 - - - - 福山市体育振興事業団 1 103 30 5 - - - - 福山市体育協会 1 81 13 5 - - - - 

 ふくやま芸術文化振興財団 3 1,001 48 78 - - - - 
 広島県東部花き流通センター 19 153 34 - - - - - 
 備後地域地場産業振興センター 7 701 10 43 - - - - 福山勤労福祉事業団 7 △ 446 2 - 478 - - - 

 福山勤労福祉・文化振興会 2 54 15 6 - - - - アリストぬまくま 5 22 4 - - - - - 
 福山市かんなべ文化振興会 △ 8 94 50 5 - - - - 地方公社・第三セクター等　計 242 144 528 5,427 - 2,253

会計名 備考会計名 総収益（歳入） 総費用（歳出）歳入 企業債（地方債）現在高 左のうち一般会計等繰入見込額地方債現在高他会計等からの繰入金歳出 純損益（形式収支） 資金剰余額／不足額（実質収支）実質収支 備考形式収支 他会計等からの繰入金
左のうち一般会計等負担見込額 備考企業債（地方債）現在高他会計等からの繰入金純損益（形式収支） 資金剰余額／不足額（実質収支）当該団体からの出資金 当該団体からの補助金 当該団体からの損失補償に係る債務残高 備考当該団体からの貸付金 当該団体からの債務保証に係る債務残高 一般会計等負担見込額一部事務組合等名 総収益（歳入） 総費用（歳出）地方公社・第三セクター等名 経常損益 純資産又は正味財産



５．充当可能基金の状況 （単位：百万円）充当可能基金名 平成19年度決算　A 平成20年度決算　B 差引B-A財 政 調 整 基 金 10,165 10,322 157減 債 基 金 1,732 2,086 353その他充当可能基金 11,714 13,324 1,610充当可能基金 計 23,612 25,732 2,120　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。６．財政指標の状況財政指標名 平成19年度決算　A 平成20年度決算　B 差引B-A 早期健全化基準 財政再生基準 平成19年度決算　A 平成20年度決算　B 差引B-A実 質 赤 字 比 率 2.88% 2.84% △ 0.04% 11.25% 20.00% - -連結実質赤字比率 14.66% 15.38% 0.72% 16.25% 40.00% - -実 質 公 債 費 比 率 9.2% 8.6% △ 0.6% 25.0% 35.0% - -将 来 負 担 比 率 81.7% 71.9% △ 9.8% 350.0% - -財 政 力 指 数 0.87 0.91 0.04 - -経 常 収 支 比 率 88.5% 88.2% △ 0.3% - -- -- -　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示している。　　　　　２．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」は、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。　　　　　３．「資金不足比率」の「-」は、資金の不足額がないことを表す。　　　　　４．早期健全化基準に相当する「資金不足比率」の「経営健全化基準」は、一律 △20％である。　　　　　５．「早期健全化基準」及び「財政再生基準」は平成20年度決算における基準である。※本表は表示単位未満を四捨五入しているため、計と一致しない場合がある。【用語説明】実質赤字比率 …一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率連結実質赤字比率 …財産区会計を除く全会計を対象とした実質赤字（または資金の不足額）の標準財政規模に対する比率実質公債費比率 …一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率将来負担比率 …一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率資金不足比率 …公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率
食肉センター特別会計商 業 施 設 特 別 会 計資金不足比率（公営企業会計名）集落排水事業特別会計下水道事業特別会計都市開発事業特別会計工業用水道事業会計水 道 事 業 会 計病 院 事 業 会 計

一 般 会 計母子寡婦福祉資金貸付特別会計誠 之 奨 学 資 金 特 別 会 計競 馬 事 業 特 別 会 計国 民 健 康 保 険 特 別 会 計介 護 保 険 特 別 会 計後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計老 人 保 健 特 別 会 計駐 車 場 事 業 特 別 会 計都 市 開 発 事 業 特 別 会 計下 水 道 事 業 特 別 会 計集 落 排 水 事 業 特 別 会 計食 肉 セ ン タ ー 特 別 会 計商 業 施 設 特 別 会 計病 院 事 業 会 計水 道 事 業 会 計工 業 用 水 道 事 業 会 計福 山 地 区 消 防 組 合 等土 地 開 発 公 社土 地 改 良 区 等
その他会計公営企業会計 資金不足比率
福山市福山市福山市福山市におけるにおけるにおけるにおける健全化判断比率等健全化判断比率等健全化判断比率等健全化判断比率等のののの対象範囲対象範囲対象範囲対象範囲イメージイメージイメージイメージ図図図図一般会計等 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率公営事業会計 法適用法非適用


